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としているのか。JICA が日系の製造業に行った調査結果（2011 年 10 月）と本学がプノ













































（注 1）TVET は Technical Vocational Education and Training、わが国の職業能力開発大学校に相当。 




（Ministry of Labor and Vocational Training）が所管する TVET と呼ばれる職業訓練大













技能工においては、教育省（Ministry of Education, Youth and Sports）が所管する GTHS



























これが契機となって、2016 年 4 月、北九州市とプノンペンは姉妹都市となった。北九州市
は、水道事業に止まらず、さまざまな分野で交流を図りたいと考え、その一環として 2015












立地する 3 つの TVET を対象に行うものであり、当初このプロジェクトとの連携を考えた
が、このプロジェクトは動き始めたばかりであり軌道に乗っていないことから、連携は難

















を迎い入れてくれた若い教職員と生徒が印象的だった。プノンペンの GTHS（Chum Pou 
Vaon（チュンプーワン）、以下 CPV）は、既存の普通高校に工業コースの機能を追加して
開校するものであった。実際に訪問してみると、校長先生は工業コースの機能を追加する



















ートナー型 8)」に切り替えて、申請書を作成し直した。2016 年 12 月に申請し、2017 年 3
月末に採択の通知があった。実施計画を詰めていく中で、プノンペンサイドの体制が不十
分であることから、今回は中小企業の診断指導は行わず、人材育成に注力することにした。
同年 8 月、労働省と教育省をカウンターパートとし、JICA と労働省、教育省、本学によ
る基本合意書（MOU：Memorandum of Understanding）を締結した。その後、事業にか
かる経費の見直しなどを行い、同年 10 月下旬、本学は JICA と受託契約（2020 年 12 月




 事業は、JICA が指定するプロジェクトのマネジメントツールである PDM（Project 
Design Matrix）を用いて行うものである。 
（1）上位目標 












































［指標］教員･･･ITI：9 名、CPV：6 名 
     省庁職員･･･労働省：3 名、教育省：3 名 
     授業担当教員の半数以上が、教材を使いこなしている。  
②「産業人材養成講座－工場で働くための基本」の講義が実施される。 


















④「産業人材養成講座－工場で働くための基本」の講義に関して、全国の TVET と GTHS
で理解が深まる（3 年目）。 
［指標］全国の TVET、GTHS に教材を配布･･･2,000 冊程度（3 年目） 
教材の使用にかかるワークショップ参加校･･･ 






①-3  ITI、CPV の教員が、授業計画、指導用教材を北九州市の専門家の指導の下、作成す
る（1 年目：在校生用、2 年目：地元製造業従事者用） 
②-1  ITI、CPV の教員が、在校生に対して北九州市の専門家の指導の下、授業を実施す
る。 
②-2  ITI の教員が、地元製造業従事者に対して北九州市の専門家の指導の下、研修を実
施する。 
③-1  ITI、CPV の教員と労働省、教育省の職員が、授業評価などと連動した講義内容の
改善のためのガイドラインを北九州市の専門家の指導の下、作成し導入する。 
④-1  労働省、教育省の職員と ITI、CPV の教員が、授業で使用していた在校生用の指導
用教材を全国の TVET、GTHS で使用するため、北九州市の専門家の指導の下、内容の
見直しを行い製本する。 
④-2  ITI、CPV の教員と労働省、教育省の職員が、全国の TVET と GTHS に配布した教
材を利用するための手引書を北九州市の専門家の指導の下、作成する。 
④-3  労働省、教育省の職員と ITI、CPV の教員が、ワークショップを開催して、製本し























必要があることから、そのためのガイドラインを 2 年目の後半に作成する。 
 3 年目は、全国の TVET 及び GTHS にモデル校である ITI と CPV の授業成果を水平展
開するために、教材を配布して使い方を説明することを目標とする。全国に TVET は 38
校、GTHS は 16 校あり、それぞれの授業担当者をプノンペンに招聘してワークショップ
を開催する。（後述するが、3 年目はコロナの影響で事業の中止を余儀なくされた。） 
表 3．事業の当初スケジュール 

























































＊  労働省の所管部署：Department of Standard and Curriculum 














 2018 年の第 1 回目の研修では、ITI 教員 3 名、CPV 教員 1 名、労働省職員 1 名、教育




























表 3．第 1 回目(2018 年 8 月)の受入研修の工程 




21 日(火) ①働く意義、②企業活動と組織 トヨタ自動車九州 
22 日(水) ③働く基本、④仕事の進め方-基礎 九州職業能力開発大学校 
23 日(木) ⑤仕事の進め方-応用、⑥問題解決 戸畑ターレット工作所、サンアクア TOTO 





28 日(火) ③生産管理、④品質管理 TOTO アクアテクノ、TOTO プラテクノ 
29 日(水) ⑤原価管理、⑥５Ｓ 北九州学術研究都市 
30 日(木) ⑦クリーナープロダクション、⑧技術者倫理 エコタウン（リサイクル工場：自動車・OA 機器） 
31 日(金) アクションプラン検討、学長表敬、反省会、修了式 等 




9 月中旬から 10 月中旬にかけて、研修内容のフォローと教材の制作にかかる支援を現
写真 1．第 1 回目(2018 年 8 月)の受入研修の光景 
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地で行った。ITI と労働省においては、研修に参加した 4 名が担当するものの、CPV と教
育省については研修に参加した 2 名に加え、新たに CPV に着任した教員 5 名が参加する
ことになった。そのため、これら 5 名に対して研修用テキストを使って特別に指導を行った。 
なお当初省庁間の融合がうまくできるかどうか心配していたが、北九州市で 2 週間寝食
を共にすることで仲間意識が芽生え、一つにまとまることができた。 




修理、IT 学科の 1 年生 107 名に対して、11 月下旬から 12 月初旬の間に授業を行った。単
元数は 8 単元（表 3）で、授業時間は各単元 3 時間であった。ものづくりの基本について
は、就職前に行うのが効果的であると考え、同様の学科の最終学年 25 名に対して、12 月
初旬から同月中旬にかけて授業を行った。単元数は同じく 8 単元（表 3）で、授業時間は
各単元 3 時間であった。またいずれの科目も、北九州で研修を受けた教職員 4 名（うち労








 CPV においては、工業コースを創設して間がないことから、2018 年 11 月当時、生徒は
写真 2．ITI の授業光景 
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 1 年生 50 名は中学校を卒業したばかりということから、最も身近で理解し易い「5S」を
教え、2 年生 62 名には残りの 5 単元を教えた。教員 6 名が 1 単元ずつ担当し、授業時間













 2019 年の第 2 回目の研修では、ITI 教員 3 名、CPV 教員 2 名、労働省職員 1 名、教育
省職員 1 名を招聘した。なお CPV については、当初の計画では 1 名であったが、教員が
増えたことと、何よりも授業を行ってみて、生徒の学ぼうとする熱意を感じ、一人でも教
写真 3．CPV の授業光景 
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表 4．第 2 回目(2019 年 8 月)の受入研修の工程 




20 日(火) ②企業活動と組織、③働く意義 北九州学術研究都市 
21 日(水) ④働く基本、 ⑤仕事の進め方 鶴元製作所、サンアクア TOTO 
22 日(木) ⑥問題解決、⑦チームワーク 安川電機、コンパス小倉 
23 日(金) ⑧日本の文化・習慣 ①生産活動の基本 八幡工業高校 
26 日(月) ②品質管理-基礎編、③品質管理-応用編 TOTO アクアテクノ 
27 日(火) ④生産管理、⑤在庫管理、⑥原価管理 北九州工業高等専門学校 
28 日(水) ⑦５Ｓ、⑧KAIZEN、⑨クリーナープロダクション 九州職業能力開発大学校 
29 日(木) ⑩技術者倫理、⑪コンプライアンス、⑫ものづくり環境 エコタウン（リサイクル工場、風力発電） 
30 日(金) アクションプラン検討、反省会、修了式、副市長表敬 
注、24 日(土)･･･環境ミュージアム、イノベーションギャラリー、TOTO ミュージアムなどを視察した。 
     25 日(日)･･･市内の観光施設を訪問するなど、北九州市の文化や生活を堪能した。 
 
 


















 昨年同様、9 月中旬から 10 月中旬にかけて、研修内容のフォローと教材の制作にかかる
支援を現地で行った。教材の制作にあたっては、昨年の研修生も加わって、昨年の教材を
改訂するかたちで作業を進めた。なお CPV においては、2 名の教員が新たに着任すること
になったことと、既存の教員 6 名が当該授業の意義を理解し、もっと単元を増やす必要が
あると考えたことから、新たに「問題解決」「チームワーク」「KAIZEN「コンプライアン
ス」の単元を教材に加え、合計 10 単元を教えることにした。 








ITI においては、在校生に対してソフトスキルを 11 月に自動車修理や空調機器修理、
IT、電気学科の 1 年生 160 名に提供した。ものづくりの基本については、同じく 11 月に























ースの受講生 175 名に対して行った。 
地元製造業従事者を対象にした授業が円滑かつ効果的に行われたことから、ITI はもっ
と周知したいと考え、独自にリーフレットを制作して National Career and Productivity 
Fair で普及を図った。なおこれも北九州で研修を受けた教員の発案であり、研修生を中心
に当該事業の意義が深く浸透していることを実感できる取組みであったといえる。 
いずれの授業も北九州での研修生（ITI 教員 6 名、労働省職員 2 名）が分担し、独自に
パワーポイントを制作して行った。学生においては 5S や KAIZEN への関心が高く、授業
後に行った授業評価では、事例の紹介が興味深く、よく理解することができたという意見
が多く寄せられた。またもっと多くの事例を紹介してほしいという要望も多くあった。 
CPV においては、ようやく 1 年生から 3 年生までが揃い、授業を本格的に実施すること
となった。授業は 12 月に行われ、1 年生 116 名には「5S」と「KAIZEN」、2 年生 47 名に
は「働く意義」「働く基本」「仕事の進め方」「生産活動の基本」「KAIZEN」「技術者倫理」、
3 年生 57 名には「問題解決」「チームワーク」「コンプライアンス」を教えた。生徒の受講
意欲は高く、私語や居眠りをする人はおらず、質問や発表が活発に行われるなど、真剣そ
のものであった。 















































事例動画や関連企業や施設の URL など）を提供したりすることで対応した。 
なお ITI においては、全学的な方針でソフトスキルとものづくりの基本をすべての学生
に教えることにしていることから、本邦研修を受講した教員及び労働省の職員が中心にな











 ITI については、北九州で研修を受けた教員が中心になって 3 月から作業を進め、ある
程度できた段階で、学内の教員によるミニワークショップを 4 月に開催した。その後、修
正を加えて仕上げることにしていたが、コロナの影響で作業は中断し、7 月下旬から再開
したものの、片手間では作業がなかなか進まず、完成したのは 11 月中旬であった。 










全国の GTHS で使用するために大臣の許可を得ることになった。しかし ITI 同様、コロナ
の影響で 4 月から作業が中断し、漸く 8 月初旬から作業が再開した。その後、大臣の使用










③授業の実施（2020 年 12 月現在） 
 ITI においては、8 月末まで休校であったため、在校生に対して 150 名、地元製造業従


















業分野の産業人材を育成する ITI と CPV で正規科目として授業を実施するようになった









表 7．授業の受講者数  
** 地元製造業従事者は 2019 年から授業を提供した。 


























学校名 養成された教員数＊ 北九州で研修を受けた教員数＊ 
ITI 22 名 8 名 
CPV 10 名 5 名 
学校名 対象 2018 2019 2020＊＊＊ 
ITI 在校生 132 名 274 名 150 名 
地元製造業従事者＊＊ － 270 名 90 名 


































年度 講義名・セミナー名 対象者 受講者 
2020 地域と国際 1・2 年生＊ 約 390 名 
2020 ものづくりマネジメント論 3・4 年生＊＊ 約 20 名 












































つの階層に分けて目配り気配りを行った。Tier1 は ITI・CPV の教員と労働省・教育省の
職員、現地コーディネータである。Tier2 は JICA 九州と JICA カンボジア、Tier3 は北九








































GTHS を整備している。現在（2020 年 12 月）全国に 16 校が設置されている。 
2）草の根技術協力事業は、国際協力の意志のある日本の NGO/CSO、地方自治体、大学、
民間企業等の団体が、これまでの活動を通じて蓄積した知見や経験に基づいて提案する
国際協力活動を JICA が提案団体に業務委託して JICA と団体の協力関係のもとに実施
する共同事業である。JICA が政府開発援助（ODA）の一環として行うものであり、開
発途上国の地域住民の経済・社会の開発または復興に寄与することを目的としている。
（JICA ホームページより https://www.jica.go.jp/partner/kusanone/what/index.html） 
3）北九州市とベトナム・ハイフォン市が、2009 年 4 月に友好協力協定を締結したのを契
機に、2009 年 7 月から検討を開始し、2011 年 4 月から 2016 年 3 月の間、JICA 草の根
事業を活用して、北九州市及び北九州国際技術協力協会と協働で事業を進めた。 
4）調査は、2015 年 7 月から 2016 年 3 月の間、行われた。 
5）姉妹都市締結を見据えた交流の検討は、2015 年夏から始まっており、よって 2015 年
12 月から当該事業について検討することになった。 
6）当初、他国の支援機関が GTHS のテキスト制作などを行っていたが、途中で制作等を
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